
ケニア共和国
医療技術教育強化プロジェクト

終了時評価報告書

平成 14 年 11 月
（2002 年）

国際協力事業団
医療協力部

医 協 二

ＪＲ

0 2 - 2 2

No.



目　　　　　次

目　次

序　文

地　図（医療技術訓練校所在地）

写　真

略語表

評価調査結果要約表

第 1章　終了時評価調査の概要････････････････････････････････････････････････････････ 1

1－ 1 調査団派遣の背景・経緯及び目的 ･･･････････････････････････････････････････ 1

1－ 2 調査団の構成･･････････････････････････････････････････････････････････････ 1

第 2章　調査団総括 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 2

第 3章　技術面からの評価概要････････････････････････････････････････････････････････ 6

3－ 1 公衆衛生の観点からの評価 ･････････････････････････････････････････････････ 6

3－ 2 情報管理の観点からの評価 ･････････････････････････････････････････････････ 9

第 4章　プロジェクト評価結果････････････････････････････････････････････････････････ 14

4－ 1 評価 5項目 ････････････････････････････････････････････････････････････････ 14

4－ 2 阻害・貢献要因の総合的検証 ･･･････････････････････････････････････････････ 15

4－ 3 提言・教訓････････････････････････････････････････････････････････････････ 18

付属資料

1. 調査日程 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 31

2. 主要面談者 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 32

3. ミニッツ署名････････････････････････････････････････････････････････････････････ 33

4. KMTC情報インフラ維持費概算（和文・英文）･･････････････････････････････････････ 91

5. 看護教育システムの補足フローチャート･･･････････････････････････････････････････ 95



序　　　　　文

ケニア共和国医療技術教育強化プロジェクトは、平成10年 3月から 5年間の協力期間において、

ケニア共和国の医療技術教育の向上を目的として協力が開始されましたが、平成 15年 2月末に協

力の終了を迎えることとなりました。そのため、これまでの活動実績・成果・目標の達成状況等

について評価することを目的に国際協力事業団は平成 14年 9月 10日から 10月 2日までの日程で

当事業団医療協力部 部長 藤崎 清道を団長として、終了時評価調査団を派遣いたしました。

本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査団の派遣にあた

り、ご協力を賜りました関係各位に深甚なる謝意を表する次第です。

平成 14年 11月

国際協力事業団

理事 隈田　栄亮









略　語　表

略　称 日本語名称

C／ P カウンターパート

DfID 英国　国際開発省

KEMRI ケニア中央医学研究所

MLMT 中堅技術者養成

KMTC ケニア医療技術訓練学校

PDM プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix）

SSR サポートサービス室（Support Service Room）

VVOB ベルギーNGO



評価調査結果要約表
I．案件の概要
国　名：ケニア共和国 案件名：医療技術教育強化プロジェクト

分　野：保健・医療 援助形態：プロジェクト方式技術協力

所轄部署：医療協力部第二課 協力金額（評価時点）：約 2億 2,000万円（業務費及び機材費）

協力期間

先方関係機関：ケニア医療技術訓練学校（KMTC）

1998年 3月 1日～ 日本側協力機関：国立保健医療科学院

2003年 2月 28日 国際医療福祉大学

他の関連機関：ケニア中央医学研究所（KEMRI）

1．協力の背景と概要

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）医療技術訓練学校（KMTC）は医師以外（准医師・看護師・臨床検査技

師・放射線技師等）の各種医療従事者の養成機関として 1927年に設立され、今日では国内の地域保健に携わる

医療従事者の約 80％を養成している。同校では、質の高い医療従事者養成の需要に応えるべく、教材の整備・

教官の能力開発に努めてきてはいるが、ノウハウの蓄積がないことから独力で改善するには困難な状況にあ

り、医療訓練学校として質の高い教育を提供できるように、教官の能力向上などを主目的とした技術協力を我

が国に要請してきた。

これを受け、我が国は1998年 3月 1日からKMTCの教育能力を改善することを目標に、教育手法及び教材作

成に関する教官の訓練、教育カリキュラムの改善に資する調査、教材開発・改良などを目的とした技術協力を

5年間の予定で実施している。

2．協力内容

（1）上位目標

「有能なコメディカルスタッフがケニアで育成される」

（2）プロジェクト目標

「KMTCの教育能力が改善される」

（3）成　果

1） 教員が教育法に関する知識を身につける。

2） 教育カリキュラムがレビューされる。

3） 教材の開発と利用が増加する。

4） 教員が保健の様々な中心知識・技術に係るセミナーに参加する。

5） より多くの教員が研究の実施及び教育に関する能力を身につける。

6） ITインフラが整備・維持管理される。

7） 教員が IT使用能力を身につける。

8） 教育環境が改善・維持管理される。

9） 教員に対する中堅技術者養成（MLMT）プログラムが毎年実施される。

（4）投　入

〈日本側〉

長期専門家派遣 12名 機材供与 約 1億 3,281万 9,000円

短期専門家派遣 25名 （2001年度末時点）

研修員受入れ 18名

〈ケニア側〉

カウンターパート（C／ P）配置 18名 ローカルコスト負担

土地・施設提供 約 1,400万円（MLMTプログラム）



II．評価調査団の概要

III．評価結果の概要

1．評価結果の要約

（1）妥当性

ケニアでは、これまでの治療中心の医療サービスから予防的・促進的・農村部の保健サービスへと保健

医療分野の重点がシフトしており、KMTCにおいてはコミュニティレベルで保健サービスに携わるコメ

ディカルスタッフが育成されている。この点で、プロジェクト目標及び上位目標は当該国政府の国家政策

と受益者のニーズに適合している。上位目標は包括的な内容になっているが、KMTCの全学科を対象とし

て横断的にサポートサービスを提供する情報技術学科とサポートサービス室（Support Service Room：SSR）

がプロジェクトによって新設されたことにより、上位目標の妥当性を一層増すことになった。

（2）有効性

プロジェクト目標はプロジェクト終了までに達成される見込みである。しかし、それぞれの成果の達成

度は項目によって多少の差がある。特に、システム環境（ITインフラ）と教材の使用については、プロジェ

クトから十分な投入があったこともあり、めざましい成果をあげた。C／ Pはカリキュラムレビューと開

発を行う能力も身につけている。医療技術に係る中心知識と技術については、長期専門家が当初の計画ど

おりに対象学科すべてには配置されなかったこともあり、医療技術が向上したのは看護・栄養・環境衛生

学科に限られ、環境衛生学科での成果は限定的であった。

（3）効率性

それぞれの投入の量・内容・時期などはおおむね適切であり、効率的に利用された。C／ Pと専門家の

関係は十分なコミュニケーションもあって良好で、関係者双方のプロジェクトに対するコミットメントが

その進捗に大きく貢献した。しかし、日本側から供与された機材のなかには十分に維持管理されなかった

ものもあり、その理由としては、専門家派遣が遅れた点と、KMTC側で消耗品などの調達が遅れた点が指摘

できる。また、KMTCで活動しているベルギーNGO（VVOB）とは双方の協力内容が重複しないように調整

が行われた。しかし、KMTCにはVVOBだけでなくイギリスの国際開発省（DfID）による援助もあり、C／P

と専門家は定期的に情報交換することで他のドナーの協力内容を把握し、ドナー間の調整をより一層進め

る必要がある。

（4）インパクト

インターネットへのアクセスを含めた ITインフラの整備によって、KMTCでの教育に関する情報の収集

能力は大きく向上した。特に、KMTCの教員は学生への授業で使用できる保健医療に係る最新技術の情報

を収集できる環境になった。また、遠隔教育による教員の学位取得の機会も増すことになった。しかし、プ

ロジェクトの内容が人材育成だったこともあり、インパクトの発現を確認するには長期的な視点が必要で

あり、上位目標の達成にはもう少し年月が必要だと見込まれる。

（5）自立発展性

KMTCには教育機関としての長い歴史があり、プロジェクトの成果を持続するために必要な実施機関と

しての組織運営能力は十分に備わっている。また、プロジェクトの技術移転によってC／ Pより良い教育

を提供するために必要な新しい知識と技術を自立できるレベルまで身につけた。なお、財務的持続性に関

して、C／ Pは日本側から供与された機材を維持管理するために適切な予算を各学科に配分する必要があ

る。特に、ITインフラは維持管理のコストも高いため、リソースが適正に配分されるように十分な配慮が

必要とされている。

調査団員

調査期間

団長・総括：藤崎　清道 国際協力事業団　医療協力部　部長

公衆衛生：綿引　信義 国立保健医療科学院　人材育成部　主任研究官

保健情報：細井　良三 国際医療福祉大学　情報教育センター　教授

協力計画：竹本　啓一 国際協力事業団　医療協力部　医療協力第二課　職員

評価分析：佐々木　亮輔 監査法人トーマツ　ODA部　シニアスタッフ

2002年 9月 10日～ 10月 2日 評価種類：終了時評価



2．効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

・情報技術学科とSSRの新設による横断的サポートサービスの効率化がプロジェクトの効率性を高めた。

（2）実施プロセスに関すること

・新組織の設立を短期間に実現したKMTCの柔軟な対応力

・C／ P及び専門家双方のプロジェクトへの強いコミットメント

3．問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

・活動が学科別に区分けされ、全体的な取り組みが少なかった点

・対象学科でありながら長期専門家が派遣されなかった分野があった点

（2）実施プロセスに関すること

・他ドナーの協力内容に関する不十分な情報把握

・専門家派遣時期と供与機材選定・着荷時期の不一致

4．提　言

（1）供与機材の調達を効率化するために、専門家及びC／ Pの双方が必要な機材を共同作業で抽出し、供与

機材の品目を合意するべきである。

（2）情報技術学科とSSRの機能強化のため、情報機器の維持管理、トラブルシューティング、技術的サポー

トなどを一本化し、ケニア側が自立的に対応できるようにするべきである。

（3）地方校との格差を最小限にするためにも、MLMT コースを 1年に 2 回以上開催し、合同臨地訓練方式

（Group Training Method）を活用する。将来的には、MLMTコースは教員だけでなく、現職医療従事者を

対象とした継続教育の一環として実施されるべきである。

（4）供与機材の維持管理を行うために、各学科への予算を適正に配分する必要がある。特に IT関連について

は、維持コストやハードウェアの買い換えコストも見越しておくべきである。

（5）C／ Pの交代は技術移転の進捗を妨げる可能性があるので、ケニア共和国側は配置されるC／ Pをでき

る限り一貫させるべきである。

5．教　訓

（1）長期専門家を適時に派遣するには、事前に人材確保の可能性を精査したうえでプロジェクトの対象学科

（対象範囲）ないし対象分野を選定するべきである。

（2）関係者はプロジェクトの進捗とともに移り変わるニーズを把握して、柔軟に活動計画へ反映させること

が必要である。本プロジェクトでの具体的例としては、双方合意のうえで情報技術学科とSSRが新設さ

れ、新組織に必要な人員もケニア共和国側によって配置されたことがあげられる。
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第 1章　終了時評価調査の概要

1－1 調査団派遣の背景・経緯及び目的

（1）背景・経緯

ケニア医療技術訓練学校（Kenya Medical Training College：KMTC）は医師以外の各種医療従

事者の養成機関として設立され、ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）内の地域保健に携わ

る医療従事者の約 80％を養成している。ケニア政府は質の高い医療従事者養成の需要に応え

るべく、同校における教材の整備、教官の能力向上等を主目的とした技術協力を我が国に要

請し、1998年 3月よりプロジェクト方式技術協力が開始された。

2003年 2月でプロジェクトは終了予定であり、これまでの協力による技術移転状況を評価

して提言を行うべく、2002年 9月 10日から 10月 2日まで終了時評価調査団が派遣された。

（2）目　的

終了時評価調査においては、プロジェクト開始からの経緯を踏まえた現在までの活動につ

いて整理し、評価5項目の観点から関係者と討議及び分析のうえ、評価を実施するとともに、

プロジェクト成果普及や今後のあり方への参考とするため、評価結果から教訓及び提言等を

導き出した。また具体的な項目は次のとおりである。

1） プロジェクト開始時の当初計画に対し、双方の活動実績、目標達成度等について評価を

行う。

2） 協力期間終了後の対応方針について協議する。

3） 評価結果を協議議事録（ミニッツ）にて双方の間で確認する。

1－2 調査団の構成

担　当 氏　名 所　属

団長・総括 藤崎　清道 国際協力事業団　医療協力部　部長

公衆衛生 綿引　信義 国立保健医療科学院　人材育成部　主任研究官

保健情報 細井　良三 国際医療福祉大学　情報教育センター　教授

協力計画 竹本　啓一 国際協力事業団　医療協力部　医療協力第二課　職員

評価分析 佐々木　亮輔 監査法人トーマツ　ODA部　シニアスタッフ
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第 2章　調査団総括

（1）評　価

ケニア保健省、財務計画省及びKMTC関係者より熱烈な謝意と今後の協力への強い期待表明

を受け、終了時評価調査を無事終えることができた。無償資金協力による校舎の改修に引き続

き、本技術協力プロジェクトが 4年半を経過した時点での総合的な評価としては、大きな成果

をあげ得たといえるであろう。プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）評価、モニタリ

ング評価、5項目評価の結果については個々に参照していただくとして、評価の大まかな根拠

は、①KMTCの教育能力が明らかに向上したこと、②KMTC側にオーナーシップがあり、自立

発展性が期待できること、③専門家による技術協力をはじめとした日本型技術協力の特徴をケ

ニア側が十分に理解し、これまでの協力に強い感謝を示していることなどである。しかしなが

ら、より効果的、効率的なプロジェクトの実施という観点からは、④当初計画、運営方法、支

援体制等における反省点・留意点も見受けられた。今後の教訓としたい。以下、これらについ

て具体的に述べる。

1） 教育能力の向上

教育能力の向上は、①対象学科における学科固有のものと、②学科横断的な基盤整備的な

性格をもつものとに分けられる。

① 対象学科における学科固有の教育能力の向上については、長期専門家が派遣され系統的

な協力がなされた看護学科、保健記録情報学科、栄養学科において、カリキュラムの作成、

教材作成、教育媒体の活用、専門知識・技術の向上がかなりの程度認められた。一方、環

境衛生学科については、長期専門家の派遣時期が遅かったため、成果が限定されていた。臨

床医学学科は当該専門分野の長期専門家が派遣されなかったため、系統的な教育能力の向

上に向けた協力が行われなかった。また、日本の経験を活用した中堅技術者養成（MLMT）

における合同臨地訓練方式（Group Training Method）の導入は大変好評であり、今後更に拡

充することが求められている。

② 学科横断的基盤整備の教育能力の向上は当初計画していなかった分野であるが、KMTC

の情報システム・情報技術学科の新設を含む実施体制の整備、スタッフの養成・教育、教

材作成支援を含むサポートサービス室（Support Service Room：SSR）の創設等、プロジェク

トの進捗とともに拡充され、結果的に大きな成果をあげており、KMTC側の高い評価を得

ている。本分野の強化は、対象学科における能力向上にも当然寄与したが、マネージメン

ト能力向上・意識の変革、教員個々のモチベーションの向上、最新知識の獲得、遠隔教育
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の利用、データ処理・分析能力の向上、様々な教育媒体の作成・活用を可能にするなど

KMTC全体の教育能力向上の観点から極めて意義の大きいものであった。種々のハンディ

のある途上国ではこのような情報技術の活用が起爆剤になり、上述のような効果をもたら

す可能性があることを教訓としてよいであろう。また、別な見方をすれば、途上国の高等

教育機関に対する教育能力向上にはこれらの要素が本来不可欠であり、偶然に情報技術等

の協力が拡充されたようにみえるが、実は極めて必然的な現象であり、もともと本質的な

要素であったともいえるであろう。

2） オーナーシップと自立発展性

KMTC側のプロジェクトへの熱意、協力姿勢・内容は高く評価できる。C／ Pの異動につい

ての日本側の不満は存在したものの、人員配置、組織の再編や予算上の手当等プロジェクト

の実施について多大な努力がみられた。自立発展性については、系統的な協力が行えた上記

3学科と情報システムを中核とした学科横断的基盤整備については大いに期待し得るレベル

に到達している。維持・管理のコスト面が心配されたLANについても、KMTCにより運営可

能である旨の積算に基づく根拠と決意が示されている。また、本プロジェクト期間中に提供

された機材はすべてKMTCの支出により維持されることが確認されている。オーナーシップ

を示す一例であるが、先日保健省次官がMLMTの修了式において国際通貨基金（IMF）・世界

銀行（以下、世銀）に公務員採用凍結解除を要請する旨を表明した。これは、同氏への表敬訪

問で当方が保健省に要請した内容であり、その場では「IMF・世銀からの指示に基づくもので

あり、日本が理事国として両者に働きかけてほしい」と言っていたものである。

3） 日本型技術協力への感謝

保健省次官、財務計画省担当者、KMTC両副学長等より強い感謝の言葉が繰り返し述べら

れた。彼らは日本の技術協力のスキームを承知したうえで、長期専門家をはじめとした日本

人による親身な協力、qualityを大切にして相手のメリットを考えた協力であることを高く評

価しており、1）に記した成果を日本側以上に賞賛していた。同時に、国連、欧米型の援助に

対する批判も聞かれた。

4） 反省点・留意点

我が国が保健分野でこれだけ多様なコメディカルを養成する機関との協力を実施するのは

初めてであった。その意味で試行錯誤や困難が伴ったと思われる。実施にあたっての困難は

長期専門家のリクルートであった。臨床医学学科のような日本と異なる制度への協力や環境

衛生学科に対する専門家の派遣などがその主なものであった。運営面では、個々の専門家が
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それぞれの学科、対象分野に関与する形で業務が行われ、情報管理の専門家と医療教本作成

の専門家とが協力してSSRを立ち上げた以外は、日本側専門家間の連携による創意工夫に基

づく活動がみられず、synergism効果に乏しかった。また、当初計画においては、プライマリー・

ヘルスケアに関連の深い学科に対する協力を行うという考えでスタートしたが、PDM上の位

置づけが明確でなく、プライマリー・ヘルスケアを志向した教育内容をめざすのかも明確で

なかったために、教育能力の向上の目標をどのあたりに置くかについて各専門家が個々に判

断せざるを得ない状況になってしまった。

（2）今後の協力

本プロジェクトは関係者のご努力により、個別対象学科における教育能力の向上とナイロビ校

を中心としたKMTC横断的な教育支援環境の改善を通じて、KMTCの教育能力の向上が一定程

度達成された。しかし、ケニア全体の保健水準の向上に果たす同校の役割を考えるといまだ十分

とはいえず、これまでの到達点を踏まえて更なる向上が求められる。すなわち、保健医療活動の

現場と時代のニーズに合った、真に国民に裨益する保健医療従事者を養成することであり、具体

的には、①学生教育の内容・方法の質的向上、②生涯教育の拡充である。これらを実施するにあ

たっては、情報システム・教材作成・教育媒体利用技術等、学科横断的サポート機能を十分に活

用することが必要であるとともに、合同臨地訓練・ケースメソッド・ディベート・ソクラテス方

式等の適切な教育手法を用いることが効果的である。また、関係専門家が連携してC／Pととも

に、創意工夫を通じて、地域保健（医療を含む）を指向した教育システムの向上に取り組むこと

が不可欠である。あわせて、これらの取り組みの基礎となる教員の資質向上や図書館の修復等基

盤整備に関しても、引き続き協力していく必要がある。

1） 学生教育の質の向上

① 座学中心から実習・実験・実地重視へ

② 暗記中心から自分の頭で考える教育へ

③ 現場に焦点をあてた問題解決型教育へ

④ 他職種との協働体験機会の提供

⑤ 最新動向・知識の提供

⑥ 効果的な教育媒体の活用

⑦ 焦眉の課題への対応のために特定学科の強化（環境、臨床検査、カウンセリング）

⑧ 分校の教育能力の向上
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2） 生涯教育の拡充

① 医学教育学科の拡充又は生涯教育部門の新設

② MLMTでの合同臨地訓練を医学教育学科へ編入

③ 保健省と現職トレーニングのテーマ・内容を協議・決定し実施

④ 評価・モニタリングの実施

⑤ 1）①～⑧をすべて活用

（3）結　語

KMTCはケニアの医師以外の保健医療従事者の 90％以上を養成しており、その教育能力向上

がケニアの保健医療水準の向上に果たす役割は計り知れない。一方、教育能力の向上は一朝一

夕で達成できるものではなく、そのための協力には長期間にわたる双方の努力が必要である。

我が国は明治維新、戦後、常に教育に力を注いで発展の礎としており、そのような経験を踏ま

え、ODAにおいても人づくりを中心に据えてきた。ケニア側の熱意を重く受け止め、本プロジェ

クトを着実に発展させていくことが我が国の技術協力にとって大きな意義を有すると信じる。



- 6 -

第 3章　技術面からの評価概要

3－1 公衆衛生の観点からの評価

（1）はじめに

1998年 3月から 5年間の協力期間で開始されたケニア医療技術教育強化プロジェクトは、

2002年 9月に 4年半が経過し、終了時評価時期になる。本プロジェクトは、KMTCにおける

保健医療にかかわる教育レベルの向上を目的に、ナイロビ本校の主要 7学科（看護、栄養、保

健記録情報、情報技術、臨床医学、医学教育及び環境衛生）を対象に実施されている。

このプロジェクトの協力活動内容の特徴は、7学科を対象とした縦糸的な協力（専門家派

遣、機材供与、研修員受入れ等）とすべての学科を対象とした横糸的な協力（情報技術サポー

ト、MLMT等）を行っている点である。すなわち、この 2つの協力活動は、一方が教員の専門

分野における知識・技術の向上に役立つ支援であり、他方が教員の資質を全般的に底上げさ

せる分野の支援である。プロジェクト目標を達成するには両面からの支援が必要であり、シ

ナジー効果を期待していることはいうまでもない。しかしながら、縦糸的な協力をみると、プ

ロジェクトの対象学科になっているが長期専門家のリクルートが難しいという問題があり、

派遣のタイミングが遅れたり、派遣されなかったりしたために計画どおりには協力活動が実

行されなかった対象学科もあった。また、7対象学科の分野やニーズが異なっており、それぞ

れのPlan of Operation（活動計画）が明確にされていなかったため、対象学科ごとの評価は総括

的なものにならざるを得なかった。したがって、長期専門家が派遣された学科、途中から派

遣された学科と派遣されなかった学科間において教育技術の向上に差異が生じたことは致し

方ないと考えられる。これに対して、当初計画されていなかった全学科を対象とした PCを

ベースとした情報技術と SSRに関する活動は、教員の資質向上を支える技術の習得に大きく

貢献したといえる。

このような状況をかんがみ、本報告では公衆衛生分野からの評価の視点を踏まえながら、

本プロジェクトの現時点における状況とKMTCが現在の体制でいくことを前提に、今後の

KMTCにおける教育・調査研究の望まれる姿（IMFや世銀の構造調整による公務員雇用の制

限、既存のCertificateと Diplomaコースを取り込んだ 4年生大学への格上げ及び現場で働く保

健医療従事者の上位資格取得等の課題、KMTCのビジョンと方向性が見えにくい点等の内部

／外部環境の変化がある）を想定し、そのギャップを埋めるプロジェクトの協力内容を、主と

して全学科を対象とした横断的協力の可能性について述べてみたい。なお、検討にあたって

は、今回評価分析団員が実施したプロジェクト専門家及びケニア側C／ Pに対する面接調査

結果、専門家の成果品、プロジェクトの既存資料及び調査団の報告書を用いた。
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（2）横断的協力活動

評価のためのプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDME）からも、他の活動分野の成果

と比べて改善の余地があることが示されている、①専門分野に関する知識・技術の習得、②

調査研究能力の向上の 2点を切り口に、横断的協力活動の可能性について述べる。

1） 専門分野に関する知識・技術の習得

専門分野の知識・技術を向上させる方法として、自己啓発援助、OJT、学内集合教育研修、

学外セミナー・研究会へ参加、国内外大学・研究所への派遣、国内外留学及び遠隔教育等

が考えられる。専門知識やノウハウを深めるという視点からは、専門性の深化、貪欲なイ

ンプット及び知的好奇心が維持されることが必要である。

現プロジェクトにおけるMLMTは、テーマを年度ごとに新しく取り上げ、参加者も全

KMTC分校（MTC）の全学科の教員を対象に約30名選出され、行われている。参加機会の公

平性と知識・技術を幅広くという観点からみれば、このような形態で実施されるとよいと

思われる。他方、テーマと参加者を絞り、テーマを専門的に深化（例えば、実施時期の期間

を置きながら初級、中級、上級コースと進めていくこと）させ、この参加者から次の参加者

へ波及させる方が、確実にこのテーマに関する知識と技術が定着するのではないかと思わ

れる。これは、テーマの選定（緊急の課題、基本的知識）や参加者のレベルに伴い望まれる

能力のある人材養成を行ううえで重要な視点だと考える。

MLMTの一環として実施されているKMTCの合同臨地訓練とは、ある現実の公衆衛生上

の問題に対処すべき、異なる専門分野の教員がチームをつくり、現地に臨んで住民及び保

健医療従事者とともに必要な調査、資料の収集、分析を行い、問題点の把握、整理、解明

をし、更にはその対策のPlan-Do-Seeに至る公衆衛生活動のある部分を実施し、報告書にま

とめて現地及び学内で発表する活動である。この活動は、Community-orientedな保健医療従

事者を養成している KMTCの要請にも合致しており、合同臨地訓練に参加している教員

ばかりでなく、現場で働く保健医療従事者の知識・技術の習得の場も提供できる。しかし、

フィールドワーク期間が 2週間と短く、上記のような調査を実施するには準備段階の期間

を設け、チーム全員が問題を具体的なレベルで共有し、何が知りたいかを明確にすること

が必要であろう。合同臨地訓練のフィールドに関しては、実習などの協力機関となってい

るRural Health Training Centerとの連携により、現場で望まれる人材のニーズの把握ができ

るのでないかと考える。

本プロジェクトの主活動に位置づけられるMLMTのプログラムはC／ Pが主体的に計画

し、チームリーダーがアドバイスするという形で進められた。C／Pの主体性は評価できる

点であるが、MLMTに対する専門家全員のかかわりが十分にあったなら、更に教育効果が
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あげられたのではないかと思われる。

また、学科視察時の学科長の話によると、1人の教員が 4～ 5科目受け持っているとのこ

とであった。講師あるいは非常勤講師がどのくらいの科目をカバーしているか把握できな

いが、このことは自分の専門以外に各学科の共通する科目（例えば、統計、マネージメント、

応急処置等）も教えているわけで、教員は過重負担になり、浅く広くという教え方になって

いるように思われる。したがって、縦割りになっている全学科に共通する科目の見直しが

必要であり、効果的・効率的な運用が望まれる。

さらに、教員の専門分野の知識・技術を向上させるには、トピック的な集団研修、自己

啓発も有効であるが、全体的な知識・技術のレベルアップにはマスターレベルの教育が必

要なときもある。国立保健医療科学院は、JICA長期研修員として毎年 1名、KMTCから専

門課程国際保健コースに受け入れている。また、KMTCの教員は、1999年からスコットラ

ンドのダンディ大学の医学教育学修士コースを通信教育によって受講している。授業料の

3分の 2をKMTCが負担し、教材費だけは自己負担している。既に 16名が修了し、現在は

35名が受講中とのことである。

最後に、KMTCの教員養成プログラムを提供している医学教育学科は、望ましい教員の育

成に直接関与する学科であり、継続教育も含めて横断的な協力の中枢を担うと考えられる。

2） 調査研究能力の向上

① リサーチ・リテラシー教育

教育も調査研究も相互に不可欠、かつ補完的なものであり、4年生大学への格上げをめ

ざすKMTCの教員にとって調査研究能力の向上は、重要な課題となっている。現行のカ

リキュラムを見ると、保健記録情報学科の科目のなかに調査方法が 168時間、環境衛生

学科のHigher Diplomaコースの疫学コースにも調査方法が 120時間が割り当てられてお

り、両方とも調査報告書の提出が必修である。

また、1998年に実施した状況分析調査によると、ほとんどの教員が調査研究に興味が

あり、約 4割の教員が調査研究を実施していた。しかしながら、ほとんどの教員が科学

雑誌への投稿は行っていなかった。今回の評価時においては8編の投稿となっているが、

そのうちの 6編はケニア版合同臨地訓練の成果報告書が公衆衛生研究の合同臨地訓練特

集号に掲載されたものである。

調査研究に興味があり、調査研究を実施する機会はあるが、論文にまとめて学会等に

おいて発表できない、科学雑誌へ投稿できないという状況がなぜ起こるのだろうかと考

えた場合、ただ単に調査研究能力が低いという理由だけではなく、調査研究をとりまく

環境、組織文化、インセンティブ、リサーチファンド等の問題があるのかもしれない。調
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査研究委員会が設立されているが、十分に機能を果たしているとはいえず、どのような

問題が存在するのか判断できない状況である。

このような状況のなかで、何が教員の調査研究能力の向上に貢献できるかを考える際、

まず、第一に、調査方法と論文の書き方の研修があげられる。調査研究のリソースセン

ターとなる図書館の科学雑誌（継続されている雑誌がほとんどなく種類も少ない）と書籍

（JICAからの新刊図書が購入されたが、大部分の書籍は発行年が古い）に問題があり、図

書館が機能していない。この代替案として、図書館にインターネットに接続したコン

ピューターを導入し、インターネットによる情報の収集（PubMed、米国国立医学図書館

が提供するAIDSLINE、POPLINE等のデータベースの活用）、KMTCの活動及び情報の発

信並びに図書目録の整理等に使用すれば、教員ばかりでなく学生も共用でき、教育効果

をあげる可能性が大きい。以上のことは、当然、学生への指導にも役立つであろう。

第二に、いわゆるKMTC紀要をつくり、新しい情報の共有と調査研究能力の向上を図

ることを目的とした、各学科から選ばれた教員による編集委員会を設立し、KMTC紀要

に投稿してもらう。最終的には、各学科の教員が国内科学雑誌に投稿できるレベルまで

に高めることを目標とする。

以上、「教員の専門分野に関する知識・技術の習得」と「調査研究能力の向上」という

2つの切り口から横断的な協力活動を検討し、モチベーションが高く、教育知識・技術を

巧みにこなせる人材の育成に貢献できる活動分野と考える。

3－2 情報管理の観点からの評価

3－ 2－ 1 情報管理分野での実績

医療技術教育強化を目的に、KMTC各教員が教育に利用できるシステム環境の強化及び教員

のシステム利用能力強化をねらったコンピューター・リテラシーの教育の 2点を中心に、情報

管理分野の活動が長期専門家の指導の下に実施された。このシステム環境の強化に関しては、

教員へ下記の便宜を提供するために必要なものが優先的に実現化された。

・教材作成

・情報管理（学術、研究、教務、資材、人事等の情報管理）

・研究・教育の基礎となる統計処理

・最新情報へのアクセス（最新情報による教育）

また、このシステム環境の強化にあたっては、下記の戦略的計画の下に計画的に実施された。

長期専門家が特に留意したのは、資材の供与のみでなく、そのシステム環境を自由に利用でき

るだけの利用面（コンピューター・リテラシー）での教員への教育であり、その教育をKMTC教

員自身が中心となり、継続的に実施できることであった。
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年　度 システム環境 コンピューター・リテラシー教育

1998 PC　16台（IT教室） （MLMT：プレゼンテーション技術）

1999 PC増設 KMTC教員へのコンピューター教育の中心となる教員の育成

（6名）

2000 サポート部門創設 コンピューター教育の教員育成（上記 6名＋ 28名）

（ITC：IT Center） 上記教員によるKMTC教員・職員への教育

2001 学内ネットワーク構築 上記教員によるKMTC教員・職員への教育

（ナイロビ校一部学科）

2002 学内ネットワーク構築 上記教員によるユーザーへの教育

（ナイロビ校全学科・ （外部ユーザーの教育試行）

カレン分校）

ITC→ IT学科に再編 教材作成部門が IT学科に一体化

（SSR設置）

学内ネットワーク

（ナイロビ・カレン校）

PC（延べ）台数 コンピューター・リテラシー教育　コース数・受講者数

89台（JICA） コンピューター教育教員育成 3 コース 34名

26台（KMTC） KMTC教員への教育 15コース 297名

19台（VVOB） 教員・職員・秘書への教育 1コース 48名

合　計　134台 19コース 379名

（注：全コース合格点以上になるまで追試を行う）

システム環境（ITインフラ）とIT関連人材教育の両輪がバランスよく進行し、それらインフラと

人材を管轄する正式な組織が2000年に IT Centerとして設立された。その組織が発展して2002年に

IT学科として教材作成部門も含めた組織となり、KMTC教員・職員向けの窓口として、SSRが

開設された。

3－ 2－ 2 情報管理分野の評価

（1）人材育成面からの評価

短期専門家が最も力を入れていたのは、人材育成面であった。プロジェクト終了後、

KMTCがシステム環境を自立的に運用し、そのシステム環境を教育面で最大限に利用でき

るようにするためには、コンピューター・リテラシー及び応用分野としての統計分析手法・
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データベースの利用技術等を本システムの主要なユーザーである教員に教育するインスト

ラクターの育成であり、また、彼らによるKMTC教員への教育の実施であった。

この面に関しては、既に延べ370名のKMTC内教員・職員のコンピューター・リテラシー

に関する教育がコア・インストラクター6名及びその6名によって育成されたインストラク

ター28名により、実施されている。この事実は、成果として高く評価してもよいと考える。

なお、統計分析手法の教育は現在進行中であり、そのインストラクターの教育は終了して

いると考えられる。また、データベースに関するインストラクターへの教育は終了し、情

報技術（IT）学科では実務上で利用されている。

学内ネットワークは 2001年度より構築が開始され、2002年度より実利用の段階に入って

いるが、少なくとも3名のネットワーク技術者の育成が急務である。現在1名は日本で研修

中であり、他の 2名も専任ではないがネットワーク担当として任命されている。

（2）情報システムのインフラストラクチャー

ネットワーク・システム環境及びクライアントPCの構築は本プロジェクトが中心になり

整備されてきたが、KMTCとしても独自に 26台の PC増設を実施しており、自立に向けて

の努力がなされている。

ネットワーク環境に関しては、ナイロビ校のすべての学科のPCが学内ネットワークに接

続され、それらの学科で学内ネットワークの利用が可能になり、インターネットにより最

新情報を取得し、教育に利用できるようになり、教育の質の向上に寄与している。しかし

学内から外部ネットワークへの接続は、専用回線の使用料が高価なため、現在は低速

（64Kbps）回線でしか利用できないが、今後は高速回線（256Kbps以上）への移行が急務であ

る。また、現在KMTCのネットワーク・システムは実利用の段階に入っているが、一部に

メールの受信に不都合な箇所があり、テストを続行中である。プロジェクト終了までには

問題を解決する必要がある。

なお、今後各分校とのネットワーク接続の方法を考察するため、2002年度はカレン分校

とダイヤル回線による接続を行い、技術面でのテストを完了し、将来に備えている。

このような現状から学内ネットワークに関しては、今後も綿密なフォローアップ活動が

必要であるが、短時間でのネットワーク・システムの構築に対する努力は高く評価したい。

（3）情報管理部門の組織

本来KMTCには学科横断的な機能をもった組織がなかったが、情報管理部門は学科横断

的に教職員の教育・支援を行うため、新しい組織を新設し（IT Center→ IT学科）、各学科よ

り専任者を配属できたことは、プロジェクトの成果として高く評価したい。種々の制約があ
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り、本来の構想のように、副学長の下に組織化することはできなかったが、学科横断的組織

が1つでもできることにより、今後KMTCの教育効率を高めるために、他の分野でこのよう

な組織が多くできることが期待される。その意味でもこの IT学科新設の意義は大きい。

今後の課題は、IT学科への人材の定着化であり、十分な ITの能力を習得したあと、IT学

科での長期にわたる全学科への貢献を義務づけることが必要であると考える。

IT分野に精通した、医療系人材の定着化が進むことにより、初めてKMTCのシステムが

東アフリカの医療情報センターとして発展することが期待できるのではないかと考える。

3－ 2－ 3 今後の課題

（1）人材育成面

コンピューター・リテラシーに関する教育は今後も自立的に運営されるものと考えられ

る。現在、KMTC外の保健省等の職員への教育も Income Generationの観点から試行されて

おり、KMTCのインストラクターの能力も高いレベルに達している。

今後は、統計分析手法、データベース技術のインストラクターの養成と、他の教員への

教育が自立的に実施されることが望ましい。この分野の能力は保健記録情報学科の教員の

支援と短期専門家によるフォローアップによって可能だと考える。

KMTCの学内ネットワークの管理・運営に関しては、今後KMTCの IT学科にて自立的に

行うことになるが、現状では1名を除いて技術レベルが低いため、ほかの2名のネットワー

ク管理・運営技術の向上を目的とした育成が急務である。また、これら 3名のスタッフが

ネットワーク上での諸問題の解決を経験し、問題解決能力を身につけることにより、今後

のKMTC学内ネットワークの管理・運営が自立的に可能となる。この分野でも本プロジェ

クト終了後の強力なフォローアップが必要だと考える。

（2）情報システム・インフラストラクチャー

ネットワーク・システムに関しては、外部ネットワークへの接続回線の高速化が今後の

課題であり、現状の 64Kbpsから 256Kbps以上の専用回線へのアップグレードを早期に実現

することが必要である。また、地方分校のPC増設とともに、ナイロビ校の学内ネットワー

クへの接続を順次実施していくことが望まれる。現在カレン分校のPCをナイロビ校の学内

ネットワークにダイヤルアップ回線により接続してテスト中である。ケニア国内の通信イ

ンフラストラクチャーの状況を踏まえて、カレン校をパイロットケースとして、KMTCの

ネットワークを徐々に拡張することが可能だと考える。

また、システム関連機材の最新モデルへの更新も 3、4年後には考慮する必要がある。
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（3）情報管理部門の組織・運営

KMTC内の諸事情により、現在情報管理部門は IT学科として組織化されているが、事情

が許せば、学科横断的な他の教育機能とともに副学長の下での運営が望ましい。

また、現在の IT学科のスタッフが情報システムの高度な技術レベルを維持できるよう、

スタッフの短期間での他部門への異動を極力少なくする必要がある。

今後の継続性を保つには、ネットワークを含めた運営・管理費、ハードウェア・ソフト

ウェアの維持費と最新モデルへの更新費用、システム拡張のための費用等の十分な予算化

をKMTC経営陣が常に留意する必要がある。本プロジェクトによる情報教育設備の充実に

より、従来学外の施設で教育費をKMTCが負担して行っていた学生のコンピューター関連

教育が学内で可能となったことによる支出の削減、自助努力として現在試行されている保

健省職員等の外部スタッフに対する教育により、資金的な収益の獲得も考慮して、継続性

の保持を可能にしてもらいたい。

なお、機材の最新モデルへの更新（3、4年後）及び高速回線への移行に要する一時的な費

用の支援は、本プロジェクトのフォローアップとして検討すべきであろう。
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第 4章　プロジェクト評価結果

4－1 評価5項目

4－ 1－ 1 妥当性

ケニアでは、これまでの治療中心の医療サービスから予防的・促進的・農村部の保健サービ

スへと保健医療分野の重点がシフトしており、KMTCにおいてはコミュニティレベルで保健

サービスに携わるコメディカル・スタッフが育成されている。この点で、プロジェクト目標及

び上位目標は当該国政府の国家政策と受益者のニーズに適合している。上位目標は包括的な内

容になっているが、KMTCの全学科を対象として横断的にサポートサービスを提供する情報技

術学科とSSRがプロジェクトによって新設されたことにより、上位目標の妥当性を一層増すこ

とになった。

4－ 1－ 2 有効性

プロジェクト目標はプロジェクト終了までに達成される見込みである。しかし、それぞれの

成果の達成度は項目によって多少の差がある。特に、ITインフラと教材の使用については、プ

ロジェクトから十分な投入があったこともあり、めざましい成果をあげた。C／ Pはカリキュラ

ムレビューと開発を行う能力も身につけている。医療技術に係る中心知識と技術については、

長期専門家が当初の計画どおりに対象学科すべてには配置されなかったこともあり、医療技術

が向上したのは看護・栄養・環境衛生学科に限られ、環境衛生学科での成果は限定的であった。

4－ 1－ 3 効率性

それぞれの投入の量・内容・時期などはおおむね適切であり、効率的に利用された。C／Pと

専門家の関係は十分なコミュニケーションもあり良好で、関係者双方のプロジェクトに対する

コミットメントがその進捗に大きく貢献した。しかし、日本側から供与された機材のなかには

十分に維持管理されなかったものもあり、その理由としては、専門家派遣が遅れた点と、KMTC

側で消耗品などの調達が遅れた点が指摘できる。また、KMTCで活動しているベルギー NGO

（VVOB）とは双方の協力内容が重複しないように調整が行われた。しかし、KMTCにはVVOB

だけでなくイギリスの国際開発省（DfID）による援助もあり、C／ Pと専門家は定期的に情報交

換することで他のドナーの協力内容を把握し、ドナー間の調整をより一層進める必要がある。
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4－ 1－ 4 インパクト

インターネットへのアクセスを含めた ITインフラの整備によって、KMTCでの教育に関する

情報の収集能力は大きく向上した。特に、KMTCの教員は学生への授業で使用できる保健医療

に係る最新技術の情報を収集できる環境になった。また、遠隔教育による教員の学位取得の機

会も増すことになった。しかし、プロジェクトの内容が人材育成だったこともあり、インパク

トの発現を確認するには長期的な視点が必要であり、上位目標の達成にはもう少し年月が必要

だと見込まれる。

4－ 1－ 5 自立発展性

KMTCには教育機関としての長い歴史があり、プロジェクトの成果を持続するために必要な、

実施機関としての組織運営能力は十分に備わっている。また、プロジェクトの技術移転によっ

てC／ Pは、より良い教育を提供するために必要な新しい知識と技術を自立できるレベルまで

身につけた。なお、財務的持続性に関して、C／ Pは日本側から供与された機材を維持管理する

ために適切な予算を各学科に配分する必要がある。特に、ITインフラは維持管理のコストも高

いため、リソースが適正に配分されるように十分な配慮が必要とされている。

4－2 阻害・貢献要因の総合的検証

4－ 2－ 1 計画内容に関するもの

（1）阻害要因

・専門家の投入に関して、所期の計画よりも投入時期が遅れた場合や専門分野が異なる

専門家が派遣される場合があったにもかかわらず、その変更に即応する形で計画内容

の具体的な修正が行われなかったことがある。その結果、専門家自身が個別に技術移

転内容を決定することになり、各々の成果について活動を進めることはできた反面、

プロジェクト全体として一つの活動に取り組む試みは少なかった。そのため、インパ

クトも部分的な（専門分野別）範囲にとどまった。特に本プロジェクトの目玉であった

MLMTプログラムに対して、全専門家関与によるプロジェクト全体としての横断的な

取り組みがあれば、より大きな効果を発現できたものと思料される。

・最終的に専任の長期専門家が派遣されなかった、あるいは赴任期間が短かった協力対

象学科があったため、そうした学科に対しては、技術協力プロジェクトに必要な機材

供与というよりも単に要望のあった機材供与を行ったのみの印象を与える側面もあっ

た。
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（2）貢献要因

・全体計画へ正式に反映されるのは遅れたものの、派遣された長期専門家の専門能力を

最大限に活用するために情報技術学科及び SSRを組織的に立ち上げ、横断的なサポー

トサービスの提供を可能にした実施レベルでのイニシアティブは、プロジェクトの効

率性を高めた。

4－ 2－ 2 実施のプロセスに関するもの

（1）阻害要因

・スコットランドのダンディ大学によるKMTCへの協力は、本プロジェクトの対象学科

とは直接関係しないものの、セメスター制の導入、修士課程の通信教育への教員の参

加（72名）、Deanの配置と学科割の導入など、KMTC全体の組織制度にかかわる内容が

含まれていたため、プロジェクトによる継続的な協力内容の把握が望まれる。

・リクルートの問題で一部の専門家派遣が遅れたにもかかわらず、機材供与は先行して

行われたため、技術移転に直接関係しない機材が供与された例も少なからずあった。

専門家派遣と機材の到着のタイミング一致しないために、機材使用に関する十分な指

導がC／ Pに対して事前に行われず、機材の維持管理に支障を来す例もあった。

（2）貢献要因

・情報技術学科の新設は組織変更を要する大きな内部変革であったにもかかわらず、

KMTCはプロジェクトの要望に柔軟に対応して実現した。その実行力は高く評価でき

る。

・ケニア側実施機関であるKMTCは、プロジェクトにケニア側の業務調整員やMLMTプ

ログラム調整員など専属スタッフを配置した背景があり、プロジェクトに対して強い

コミットメントがあった。日本側専門家のコミットメントもあり、双方のコミュニ

ケーションは順調に行われた。
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表 4－ 1　KMTCの学科とMTCの関係

学　部� 臨　床� 公衆衛生� 研究・�
情報� 診　断�リハビリテー�ション�

学　科�

MTC
所�在�地�

　�
　�
　�
　�

1 Nairobia ●�●�●�●�●�●�●� ●�●�●�●�●�●�●�●�●�●�
2 Karen ●�
3 Mathare ●�
4 Nyeriye ●� ●� ●�
5 Karuri ●�
6 Thika ●�
7 Muranga ●�
8 Kisumu ●�●� ●� ●�
9 Kisii ●�●�
10 Homaday ●�
11 Nakuru ●�●� ●� ●�
12 Kabarnet ●� ●�
13 Eldoret ●� ●�
14 Loitoktok ●�
15 Kakamega ●� ●� ●�
16 Embu ●� ●� ●�
17 Meru ●� ●�
18 Machakos ●�●� ●� ●�
19 Mombasa ●� ●�
20 Port Reitz ●�
21 Kilifi ●�
22 Matuga ●�
23 Garissa ●�

総　計�18 6 1 9 4 1 1 1 1 1 1 9 1 1 1 1 1 1

�

保
健
記
録
情
報�

看
　
護�

臨
床
医
学�

薬
　
学�

環
境
衛
生�

医
療
工
学�

保
健
教
育�

口
腔
保
健�

栄
　
養�

情
報
技
術�

医
学
教
育�

臨
床
検
査�

Ｘ
線
撮
影�

義
肢
装
具�

歯
科
技
工�

作
業
療
法�

理
学
療
法�

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
・�

ユ
ニ
ッ
ト�

出所：KMTCプロジェクト

注 1：塗りつぶしは本プロジェクト対象範囲

注 2：13、14、17、21は HMTS
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4－3 提言・教訓

4－ 3－ 1 提　言

（1）供与機材の調達を効率化するために、専門家及びC／ Pの双方が必要な機材を共同作業

で選択し、供与機材の品目について合意しておくべきである。

（2）情報技術学科とSSRの機能強化のため、情報機器の維持管理、トラブルシューティング、

技術的サポートなどを一本化し、ケニア側が自立的に対応できるようにするべきである。

（3）地方校との格差を最小限にするためにも、MLMTコースを 1年に 2回以上開催し、合同

臨地訓練方式（Group Training Method）を活用する。将来的には、MLMTコースは教員だけ

でなく、現職医療従事者を対象とした継続教育の一環として実施されるべきである。

（4）供与機材の維持管理を行うために、各学科への予算を適正に配分する必要がある。特に

IT関連については、維持コストやハードウェアの買い換えコストも見越しておくべきであ

る。

（5）C／ Pの交代は技術移転の進捗を妨げる可能性があるので、ケニア側はC／ Pの配置につ

いてできる限り一貫性を保つべきである。

4－ 3－ 2 教　訓

（1）長期専門家を適時に派遣するには、事前に人材確保の可能性を精査したうえで、プロ

ジェクトの対象とする学科ないし分野を選定すべきである。

（2）関係者はプロジェクトが進捗するにつれて変化していくニーズをよく把握し、それを柔

軟に活動計画へ反映させることが必要である。本プロジェクトでの具体的な例としては、

双方合意のうえで情報技術学科とSSRが新設され、新組織に必要な人員もケニア側により

配置されたことがあげられる。
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表 4－ 2　評価項目

1. 妥当性

評価項目 調査結果 参　照
（1）国家政策との整合性

・ケニアにおける国家保健セクター戦略計画（1999～ 2004年）では、資

源配分を貧困層に優先することで保健医療の平等性・質・アクセス・

経済性を高めることをめざしている。特に、これまで治療中心であっ

た保健サービスを予防的・促進的・農村部の保健サービスへ重点が移

行するように努力が進められている。

・KMTCでは、特に農村部において治療と予防的保健サービスの両方

に携わるコメディカル・スタッフの養成が行われているため、こうし

た教育機関に対する技術協力は上述の当該国国家政策と整合性があ

るといえる。

（2）受益者のニーズとの整合性

・KMTCナイロビ校は、1つのユニットと 5学部（臨床・公衆衛生・研

究情報・診断・リハビリテーション）の下の16学科を有する。各々の

学科にはその分野に応じた援助へのニーズがあるといえるが、本プ

ロジェクトではプライマリー・ヘルスケアの向上をめざして5つの学

科がプロジェクト対象として選定された。プロジェクト実施前は、

KMTCの教員は補助教材の使用が不十分で、教員が最新技術を習得

する機会にも恵まれていなかったため、本プロジェクト実施の要請

がなされた。この点で、本プロジェクトは対象学科に特化してKMTC

側のニーズを満たす援助を行っている。

（3）国別援助計画との整合性

・2000年 8月に策定されたケニア国別援助計画では、以下の5分野が重

点分野として定められている。①人材育成、②農業開発、③経済イン

フラ整備、④保健・医療、⑤環境保全。ケニア医療技術訓練学校の教

育能力の向上をめざす当該協力は、重点分野の人材育成及び保健・医

療の双方に適合し、国別援助計画と整合性をもった協力活動が実施

されている。

（4）上位目標とプロジェクト目標の整合性

・上述のとおり、KMTCは 17分野の医療技術教育を提供している。プ

ロジェクトによって新規に設立された IT学科と SSRはプロジェクト

対象学科にとどまらず、横断的に学科全体の教育能力改善をめざす

分野であり、この点ではKMTC全体の能力向上を示唆する上位目標

とプロジェクト目標との関係性もより深まったものと思料される。

1.1. 上位目標とプロ

ジェクト目標の

妥当性

Annex 2
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（1）協力計画策定過程の適切性
・技術移転の実施全体を通して、ケニア側C／P及び日本人専門家双方

が協力計画策定過程へ参加できるように十分な配慮がなされた。た

だし、専門家は担当学科別に配置されたため、協力活動の計画策定は

専門家個人と関連C／ Pとの共同作業に大きく委ねられた。

（2）協力計画変更の妥当性

・IT学科と SSRは、プロジェクトの提言によってKMTC内の新組織と

して設立された。この点では、2名の専門家の専門性は一つの学科に

限定されたものではなく、KMTCの全学科を対象とする内容であっ

たことが横断的なサービスを提供する IT学科と SSRの設立の根拠と

なった。その設立にあたっては、C／Pと日本側専門家が組織新設の

必要性を認識して、双方合意のうえで実行に移された。その一方で、

当初臨床医学学科と保健情報記録学科に配置されていた専門家 2名

が新組織に配置換えされたことで当該 2学科は長期専門家の投入を

失うことになったため、新組織設立でトレードオフがあったのも事

実である。

・また、IT学科を組織化するにあたっては、他の学科に従事していた

教員（医療分野）を公募制で IT学科の教員として新たに配置すること

になった。特にその移行期間において、教員は IT学科と自分がもと

もと所属していた学科の仕事を掛け持ちする必要があったため、IT

学科への教員の配置はなかなか安定できなかった。この点で、中期・

長期的には IT学科の専任教員として従事できるC／ Pの十分な配置

が必要であろう。

（3）日本の援助の比較優位性

・専門家派遣・機材供与・本邦研修がパッケージとなるプロジェクト方

式技術協力は他援助供与国のスキームにはみられない有効な援助形

態としてC／Pから高い評価を得ている。また、十分な投入量に対し

ても謝意が表明された。

・妥当性を欠く要因は特に見受けられなかった。

1.2. 協力計画の適切
性

1.3. 妥当性を欠いた

要因
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（1）組織体制の整備

・KMTCはコメディカル・スタッフを長年養成してきた経験があり、管

理体制も効果的に体系化されている。実際、KMTCの卒業生はケニア

国内で働くコメディカル・スタッフ全体の9割超を占めている。また、

経営陣によって意思決定された事項は学科レベルで有機的に実行へ

移されている。

（2）機材の運用・維持管理状況

・現在、供与機材がどこに配置されているかの全体的な状況把握が進

められており、機材目録も SSRにおいて作成途上にある。当初長期

専門家が配置された5学科は物理的に離れた位置関係にあり、包括的

な維持管理が進めにくかったのも事実である。

・特にコピー機やプリンターなど、供与機材のなかには十分に維持管

理されていないものもある。この一因として、KMTCの備品調達プロ

セスが面倒で非常に時間のかかる点が指摘でき、消耗品がなくなっ

た時点でのタイムリーな調達が行われていない。この問題を改善す

るには、調達手続きの簡素化と時間短縮が必要とされる。これに対し

てKMTCは、医療工学学科に予防的維持管理を担当する部署を設け

て今後の対応を検討中である。

（3）C／ Pの専門能力の向上

・コメディカルの専門性を改善する手段としては、①看護・環境衛生・

栄養学科における長期専門家の技術移転、②短期専門家による技術移

転、③MLMTプログラム、④海外研修、が主な役割を担った。こうし

た活動によって、C／Pは研究手法・カリキュラムレビュー・プライ

マリー・ヘルスケア・運営管理・情報技術の専門能力を特に高めた。

（4）技術移転内容・方法の有効度

・本プロジェクトの技術移転の直接的受益者となった教員は日常業務

として学生への授業など各々の担当事項に時間を割かれた背景もあ

り、専門家によるセミナー・ワークショップの開催が制約されること

もあった。しかし、専門家は教員の多忙さにも配慮して、教員が空い

ている時間にいつでも技術移転ができるようにスケジュールを組む

など時間を最大限利用する努力が行われた。技術移転内容は、C／ P

の専門能力を向上するために有効に活用された。

（5）各成果の達成状況

・補助教材作成のための機材が供与されたことで、KMTCの教員は教

育手法に係る高い能力を身に付けた。例えば、一般授業における

OHP・スライド・図表などの使用頻度は大きく増し、ビデオ教材やパ

ワーポイントによる授業運営も行われている。プロジェクト実施前

には補助教材があまり活用されていなかった状況に比べると、教員

による授業運営は大きく改善されている。

・教員がカリキュラムレビュー方法を学んだ主な活動としては、専門

家による技術移転・MLMTプログラム・本邦研修などがあげられる。

対象学科は保健セクターの新たな潮流を反映するために独自にカリ

キュラムレビューを進め、C／Pは専門家による最小限の監督の下で

作業を始めている。特にKMTCのカリキュラムはコミュニティに根

ざした内容を反映するように修正されており、政府の保健セクター

改革にかんがみて積極的な学科別カリキュラムレビューが進められ

ている。

2. 有効性

評価項目 調査結果 参　照
2.1. 成果の達成状況

Annex 5

Annex 7

Annex 9

Annex 9
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・SSRは、教員による教材作製の補助とコンピューター・サービスを提
供する意味で重要な役割を担っている。SSRに所属するC／Pは、教

材作製に必要な基礎的能力を十分に身に付けた。その結果、教員は積

極的に新たな教材を作成するようになり、特に臨床医学学科は活動

的である。これまでに教員はコンピューター等を利用して効果的に

配布資料を作成できるレベルに達しているが、SSR の利用価値は

KMTC全体にもっと普及される余地がある。

・保健医療に係る中心知識と技術に関して、C／ Pは長期専門家の配置

が最も効果的な投入であったと認識している。しかし、保健医療の専

門技術を担う長期専門家は対象 7分野中の 3学科のみの配置にとど

まったため、保健医療に係る中心知識と技術の向上という意味で成

果をあげたのは当該 3学科に限定された。

・研究手法を学ぶ主な活動はMLMTプログラムと本邦研修となり、ど

ちらも短期的なコースであった。研究手法を担当する専門家の派遣

も限定されたため、KMTC教員全体として研究能力が十分に向上で

きたとはいえない。

・ITインフラはハード（機材）、ソフト（人材育成）の両面で十分に整備

された。特にC／ Pはネットワーク・システム、データベース管理、

トラブルシューティング等 IT に必要な実践的能力を身に付けてい

る。ITを担当するC／ Pは維持管理に必要な能力も身に付けている

ものの、機材を適切に維持管理するためには、将来的に維持管理用の

予算配分が確保されることが重要な条件となる。

・ITインフラの整備に伴い、C／Pのコンピューター・リテラシーも大

きく向上し、教員は基本的な操作技術を身に付けた。コンピューター

が配置された教室は授業時間外でも広く利用されており、コン

ピューターの使用頻度がこのまま継続すれば、教員のコンピュー

ター・リテラシーも中期・長期的に高いレベルで達成されるものと見

込まれる。

・対象学科のデモンストレーション室は必要な機材が供与されたこと

もあり十分に改善された。しかし、環境衛生学科のデモンストレー

ション室として新たに建設された建物は設計に一部欠陥があり、実

験研究を目的としては機能していない。また、KMTCの蔵書について

も、更なる改善の余地がある。

・MLMT委員会の効果的な運営管理が達成され、MLMTプログラムは

毎年定期的に開催されている。MLMTが取り上げるテーマも教員の

ニーズに対応した内容であり、ナイロビ校だけでなく地方校の教員

もMLMTプログラムに参加してその恩恵を受けている。

（6）新設された委員会の機能性

・KMTCのC／ Pが主体的に運営しているMLMT委員会はその役割を

十分に果たす最も活動的な委員会の一つである。コンピューター委

員会も、IT学科の新設時には効果的に機能した。

・学科ごとに様々なカリキュラムをレビュー、開発するために設置さ

れたカリキュラムレビュー開発委員会は、対象学科全てで十分に機

能したとはいえない。これまでに開発されたカリキュラムがいくつ

かあるが、レビューが継続中のカリキュラムもある。研究委員会につ

いては、最近薬学科に設立されたばかりだが、日本側専門家がその設

立と運営に十分参加できていなかった。

・プロジェクトでの経験を踏まえると、委員会の機能性を最大限に高め

るためには、関与する委員の選定を徹底的に精査する必要性がある。

Annex 9



- 23 -

（1）プロジェクトの貢献度
・ITインフラの整備と教材作製に係るC／ Pの能力向上に関してはプ

ロジェクトが100％近く貢献したといえる。保健医療に係る中心知識

と技術については、KMTCには他ドナーによる援助が見受けられた。

C／ Pのなかには本プロジェクトの範囲外にあたる修士号取得コー

スの成果を本プロジェクトの成果と混同する者もいた。

（2）実施機関の教育能力

・本プロジェクトでは、教材の作成と利用が最も改善されたKMTCの

教育能力にあたると認識されている。

・医療分野の専門性をもつ長期専門家の派遣は期間的にも分野的にも

限定されたため、保健医療に係る中心知識と技術の向上は十分に達

成できたとはいえない。

・SSRが教員の教材作製を支援し、ITインフラの利用と維持管理を横

断的にサポートできる点では、教員の日常業務がより効率的に改善

されたと見受けられる。

（3）学生の満足度

・質問票調査を基にしたプロジェクトのモニタリング報告書によると、

5段階評価で得た平均点は学科別に下記のとおりとなる。看護 4.70、

臨床医学 4.62、保健記録情報 4.69、環境衛生 4.23、栄養 4.72。

（1）外部条件の状況など

・長期専門家派遣については、当初計画された専門性をもつ人材のリ

クルートが適時に行われなかった。その影響で長期専門家派遣が遅

れた分野もあり、学科によっては技術移転の成果が十分に発揮でき

なかった面もあった。

（2）医学教育学科に対する協力活動

・対象学科の一つである医学教育学科に対しては長期専門家を派遣す

ることができなかった。また、コメディカル・スタッフの継続教育は

KMTCで重視されていたにもかかわらず、医学教育学科においてい

かなるプロジェクト活動が行われるべきだったかの戦略は明確に立

案されていなかった。

Annex 9

Annex 2

Annex 3

2.2. プロジェクト目

標の達成状況

2.3. 成果がプロジェ

クト目標の達成

につながるのを

阻害した要因
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（1）専門家派遣

・長期専門家のリクルートが困難であったこともあり、臨床医学・保健

記録情報・医学教育の各学科への長期専門家派遣は十分でなかった。

また、栄養・環境衛生学科とSSRについても長期専門家派遣期間は当

初計画された技術移転活動をすべて完了するには若干足りなかった。

・その他の専門家派遣に係る条件はおおむね適切であった。

（2） 機材供与

・供与された機材はおおむね、KMTCの教育環境を向上する点で効率

的に使用された。

・しかし、供与機材の選定に関して、専門家の技術移転とは直接関係し

ない機材も一部供与されていた。その理由としては、供与機材の選定

と専門家派遣の時期が一致していなかったために、必ずしも技術移

転に必要でない機材が事前に選定されていたと思料される。

（3）研修員受入れ

・研修員受入れの内容や時期について、諸条件はおおむね適切であった。

・しかし、派遣される研修員の選考において、その基準は必ずしも統一

されていなかった。例えば、プロジェクトの対象学科として含まれな

い放射線医学の専門性をもつ研修員が派遣されたケースもあり、技

術協力内容とは直接的に関係していない。

（4）日本側ローカルコスト負担

・日本側ローカルコスト負担は必要な細目に対しておおむね適切に実

行された。

・しかし、MLMTプログラムへのコスト負担について、実際に必要な

コストの7倍の予算が確保されていた背景もあり、予算作成での見積

りを多少改善できる余地はある。

（5）C／ P配置

・技術移転に必要とされるC／ Pは計画どおり十分な人数が配置され

た。また、本邦研修から帰国したC／Pは学科長として意図的に配置

された。一方、C／PがKMTC内のほかの役職に配置換えされたケー

スも多少見受けられた。

（6）建物・施設の機能

・プロジェクトのために割り当てられた建物及び施設は技術移転実施

に適切であり、必要な改修も行われた。

（7）予算配分

・KMTCはプロジェクト実施に必要な予算を適切に配分した。MLMT

プログラムでの双方のコストシェアも計画どおり実行された。今後、

機材の維持管理コストの配分には十分な配慮が必要であろう。

（1）定期モニタリング結果の活用

・JICA本部からの指導により、技術協力プロジェクトの新規モニタリ

ングフォーマットが 2002年 4月より導入され、1回目の指標データの

入手も終了時評価調査団派遣に合わせてプロジェクト側により行わ

れた。フォーマットが導入されたばかりという背景もあり、そのモニ

タリングの有効性や効率性を判断するには時期尚早であった。

・新フォーマットの導入以外では、各専門家が協力活動の進捗を独自

に管理して、その結果を担当学科のC／Pへフィードバックするよう

に配慮されていた。

3. 効率性

評価項目 調査結果 参　照
Annex 3

Annex 5

Annex 4

Annex 6

Annex 7

Annex 8

Annex 9

3.1. 投入の質・量・タ

イミングの妥当

性

3.2. モニタリング方

法
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（1）国内委員会の機能

・国内委員会は専門家のリクルートと本邦研修の調整面で可能な協力

を行った。しかし、時宜にかなう長期専門家派遣がなされない場合が

あったのも事実である。

（2）プロジェクト・ミーティングの機能

・プロジェクト・ミーティングは毎月開催され、C／ Pと専門家双方の

参加が確保されるように配慮しながら運営管理された。

（3）調査団・短専派遣時の協議結果の活用

・JICA 側調査団及び短期専門家派遣時の提言はプロジェクト・ミー

ティングでC／ Pと専門家双方が精査し、必要な事項は適切にプロ

ジェクト活動に反映された。

（1）KEMRIとの連携

・栄養学科は2000年にKEMRIとの共同研究に関与した。共同研究はキ

ベラにおける栄養リスクファクターの抽出に目的があり、質問票調

査結果は共同で分析、発表されて高い評価を得た。

・SSRはKMTCのカウンセリングユニットとKEMRIが共同で教材作製

するプロジェクトを支援した。その活動は効率的な調整が図られ、教

材作成は成功裏に完了した。

（2） 他援助機関との連携

・VVOBとの連携は、協力内容に重複がないよう調整する程度にとど

まった。KMTCの C／ Pと日本側専門家双方は、VVOBやDfID等の

他ドナーと定期的な情報交換を図るなど、より一層の調整努力が必

要であると見受けられる。

（1）貢献要因

・プロジェクト関係者の積極的なコミットメント

（2）阻害要因

・効率性に影響を与える阻害要因は特に見受けられなかった。

3.3. プロジェクトの

支援体制

3.4. 他機関との連携

3.5. 効率性に影響を

与えた貢献・阻

害要因
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（1）意図されたインパクト

・インターネットへのアクセスを含めて ITインフラが利用可能となっ

たことで、教員の情報収集手段は飛躍的に拡大した。特に、教員は授

業で参考とするための保健分野の最新情報を入手できるようになり、

学生が学ぶ内容も改善されたといえる。また、ITインフラの利用は、

教員が修士号など高等学位を取得するために遠隔教育プログラムへ

参加する可能性も広げた。KMTCが大学への昇格をめざしている近

年の動きを踏まえても、教員が修士号を有することが昇格への一つ

の条件となっていることから、学位取得機会が広がったことは

KMTCへの重要なインパクトであったと思料される。

・プロジェクト関係者は本プロジェクトの成果を地方校と共有する重

要性を認識しているものの、これまでのところ系統的な共有手段は

確立していない。今後の努力によって、プロジェクトで得た知識が地

方校と積極的に共有されることが見込まれる。地方校の教員のなか

には、専門家によるセミナーやMLMT プログラムに参加してプロ

ジェクトから直接的に裨益した例もある。

（2）意図されなかったインパクト

・本プロジェクトでは、KMTCナイロビ校に対する支援を通してKMTC

全体の教育能力改善を実現する意図があった。しかし、特に ITイン

フラの整備に関して、ナイロビ校との格差が広がったことに地方校

からの強い不満が予想以上に表明された。逆にいえば、本プロジェク

トの実施によって ITインフラの有効性がKMTC全体によって認識さ

れたと解釈できる。今後、KMTCは ITの整備状況を全国的に均一化

する必要性がある。

（1）卒業生の概況

・IMFによって進められる構造調整の影響により、公共部門の雇用情

勢は非常に厳しく、KMTC卒業生の進路も大きく制約されている。卒

業生のなかには民間病院で職を見つける者もいれば、海外に就職先

を求める看護士もいる。ケニア国内にはコメディカル・スタッフへの

需要があるものの、新規雇用機会を探すには非常に厳しい状況にあ

るのは事実である。

（2）卒業生の専門能力

・人材育成プロジェクトのインパクトを目の当たりにするには中・長

期の視点が必要といわれるように、現時点で卒業生への間接的効果

はまだ見受けられなかった。

（3）上位目標以外の間接的インパクト

・上位目標以外の間接的効果は特に認められなかった。

・公共部門での厳しい雇用情勢

4. インパクト

評価項目 調査結果 参　照
4.1. 直接的効果（プ

ロジェクト目標

レベル）

4.2. 間接的効果（上

位目標レベル）

4.3. インパクトの発

現度合いを阻害

した要因
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（1）実施機関の政策的役割

・KMTC卒業生はケニアのコメディカル・スタッフ全体の 90％超を占

め、KMTCは有能なコメディカル・スタッフを国内へ輩出する社会的

使命がある。近年、その教育方針はコミュニティベースの内容に重点

が置かれている。特に、看護・栄養・臨床医学・環境衛生の4学科は、

コミュニティにおいて治療だけでなく予防的保健サービスにも従事

するコメディカル・スタッフを養成する点で重要な分野であると認

識されている。

（2）実施機関の運営管理システム

・KMTCの経営陣によって意思決定された事項は系統的に実行に移さ

れている。KMTCが長年にわたって教育機関としてのノウハウを蓄

積してきたこともあり、その運営体制も適切に管理されている。改善

の余地があるとすれば、供給部門を通した備品調達手続きを簡素化

かつ迅速化する点であろう。

（3）実施機関の運営方針

・KMTCではコミュニティベースの教育が重要視され始めている。例

えば、看護師は治療技術だけでなく公衆衛生の知識も同等に身に付

ける必要があると認識されている。教員は今後、フィールドワークを

実施するなどより実践的な知見を拡充するように望まれている。

・KMTCは有能なコメディカル・スタッフを養成するために継続的に

教育能力を拡充する意向である。また、大学昇格についても、一般大

学ではなく、Certificate・Diploma・学士号の各コースを同時に提供で

きるような特別な教育機関としての昇格をめざしている。

・収入向上活動（Income Generation Activities）は各学科で積極的に取り組

まれている。実際、学科によっては既に夜間コース（エクストラ）を

開始した例もある。一般的に、その収入の40％はKMTCに納められ、

30％は教員の人件費（残業代）となり、残りの 30％が学科の予算とし

て残るとされている。

（1）財務的持続性

・今後も遅延なく政府の補助金がKMTCに配分されれば、実施機関の

財務的持続性は確保されるものと見込まれる。また、本プロジェクト

によって ITインフラなど機材設備が拡充されたことから、維持管理

費用には十分な配慮

が必要であると見込まれる。

（2）公的な財源補助

・4億 5,200万シリング（今年度実績）の財務省からの補助金は、保健省

を介してKMTCに配分されている。その補助金はKMTCの理事会が

管理しているが、理事は関係省庁の職員から選出されていることか

ら、KMTCの意思決定は国家政策との整合性を保ちながら進められ

ている。

（1）教育能力の定着状況

・本プロジェクトの投入によって、KMTCのコンピューター・リテラ

シーと補助教材作製、カリキュラムレビュー、医療技術の知識は大き

く向上した。C／Pは基礎的な活動を自立的に継続する能力を十分に

有するが、活動を応用するにはまだ指導が必要となる。

・専門家による技術移転の内容は完全にマニュアル化されつつあるた

め、C／ Pは今後も継続的に本プロジェクトの成果を教員同士で共有

することが可能であると見込まれる。

5. 自立発展性

評価項目 調査結果 参　照
5.1. 組織制度的側面

5.2. 財務的側面

5.3. 技術的側面
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（2）C／ P配置
・KMTCの独立行政法人化に伴い、これまでのようにKMTC職員が保

健省に転属になることは今後見込まれない。したがって、本プロジェ

クトに関与した教員はKMTCで継続的に従事する可能性が高いと見

込まれる。自立発展性の確保を強化するならば、教員の経歴と職種

（担当学科）を一致させる人事面での配慮は必要である。

（3）機材の維持管理の継続性

・本プロジェクトによって予防的維持管理体制は組織的に確立されな

かった。機材を適切に維持管理するには、維持管理体制をKMTC内

で制度化して、維持管理専門のスタッフを養成する必要があろう。ま

た、維持管理費用への適切な予算配分が経営陣によって確保される

必要もある。



付　属　資　料

1. 調査日程

2. 主要面談者

3. ミニッツ署名

4. KMTC情報インフラ維持費概算（和文・英文）

5. 看護教育システムの補足フローチャート
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日 順 月　日 曜 日 移動及び業務
1 9月 10日 火 成田発

2 11日 水  8:25 ナイロビ着（佐々木団員）

JICA事務所訪問・打合せ、プロジェクト専門家打合せ

3 12日 木 プロジェクト専門家及びカウンターパート（C／ P）へのインタビュー

4 13日 金 プロジェクト専門家及びC／ Pへのインタビュー

5 14日 土 資料整理、専門家との打合せ

6 15日 日 資料整理、専門家との打合せ

7 16日 月 プロジェクト専門家及びC／ Pへのインタビュー

8 17日 火 プロジェクト専門家及びC／ Pへのインタビュー

9 18日 水 C／ Pへのインタビュー、インタビュー結果取りまとめ

10 19日 木 インタビュー結果取りまとめ

11 20日 金 8:25 ナイロビ着（藤崎団長、綿引団員、細井団員、竹本団員）

JICA事務所訪問、日本大使館表敬、プロジェクト専門家打合せ

KMTC副学長表敬

12 21日 土 団内打合せ（佐々木団員インタビュー結果説明）

13 22日 日 資料整理、団内打合せ

14 23日 月 保健省表敬、財務計画省表敬、KMTCとの協議・視察

KMTC主催夕食会

15 24日 火 午前 評価に関するKMTCとの協議

午後 引き続きKMTCとの協議（団長、竹本団員はケニア中央医学研究所= KEMRI訪問）

16 25日 水 プロジェクト専門家及びC／ Pからのプレゼンテーション

KMTCとの協議

17 26日 木 KMTC関連施設視察

ミニッツ取りまとめ

22:25 細井団員　ナイロビ発

18 27日 金 JICA事務所との打合せ

栄養学科視察

19 28日 土 資料整理、団内打合せ

20 29日 日 資料整理、団内打合せ

21 30日 月 合同調整委員会

ミニッツ署名・交換

午後 JICA事務所報告、日本大使館報告

22:25 綿引団員、佐々木団員　ナイロビ発

22 10月 1日 火 藤崎団長　ザンビアへ移動

23 2日 水 竹本団員　ガーナへ移動

１．調査日程
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（1）保健省（Ministry of Health）

Julius S. Meme Permanent Secretary

J. N. Mucio SAS Department

（2）財務計画省（Ministry of Finance and Planning）

Samuel Gichere Deputy Director, External Resources Department

Anne C. Olubendi Desk Officer, Asia Pacific Desk

Maurice Ochieng Assistant Desk Officer, Japan Desk

（3）ケニア医療技術訓練学校（Kenya Medical Training College：KMTC）

W. Boit* Director

P. Tuukuo* Deputy Director

J. Maswan Deputy Director

E. Chesire Principal, KMTC

M. Kipturgo Acting Registrar

L. Kuria Project Coordinator

G. Koyengo* Head, Department of Clinical Medicine

（Concurrently, Dean, Faculty of Clinical Sciences）

J. Kurui* Head, Department of Health Records and Information

（Concurrently, Dean, Faculty of Research and Information）

E. Mburu Head, Department of Nursing

J. Sang* Head, Department of Environmental Health Sciences

E. Waihenya* Head, Department of Community Nutrition

（Concurrently, Principal, Karen MTC.）

M. Owang* Head, Department of Information Technology

N. Boruett Head, Department of Medical Education

C. Nkonge* Coordinator, Middle Level Manpower Training

J. Macharia Head, Counselling Unit.

*日本での研修コースに参加経験あり。

（4）ケニア中央医学研究所（Kenya Medical Research Institute：KEMRI）

David Koech Director

Dunstan Ngumo Deputy Director（Administration & Finance）

Phoebe Josiah Chief Research Officer, Corporate Affairs & Partnership

Davis Mkoji Information Officer, Protocol

 ２．主要面談者
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